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‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥平成２６年度予算（案）事項 １

【絆づくりと活力あるコミュニティの形成】

１．地域の豊かな社会資源を活用した土曜日
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥の教育支援体制等構築事業 ２

‥‥‥‥２．学校・家庭・地域の連携協力推進事業 ４

‥‥‥３．多様な主体の参画による家庭教育の充実 ６

４．学びを通じた被災地の地域コミュニティ
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥再生支援事業 ８［復興特別会計］

【専修学校等の人材養成機能の向上に向けた支援】

５．成長分野等における中核的専門人材養成等
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥の戦略的推進 10

６．職業実践専門課程等を通じた専修学校の
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥質保証・向上の推進 13

‥‥７．専修学校生の学生生活等に関する調査研究 16

８．東日本大震災からの復興を担う専門
‥‥‥‥‥‥‥人材育成支援事業 18［復興特別会計］

【情報通信技術を活用した学びの推進】

‥‥‥‥９．情報通信技術を活用した教育振興事業 20

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥10．先導的な教育体制構築事業 22



生涯学習政策局

前　年　度 ２ ６ 年 度 比　　　較

予　算　額 予　定　額 増△減額

 １．絆づくりと活力ある 6,327 6,506 179 ( 1 ) 地域の豊かな社会資源を活用した 1,333 ( 0 )

　　 コミュニティの形成 土曜日の教育支援体制等構築事業（新規）

( 2 ) 学校・家庭・地域の連携協力推進事業 3,814 ( 4,924 )

( 3 ) 公民館等を中心とした社会教育 133 ( 207 )

活性化支援プログラム

( 4 ) 多様な主体の参画による家庭教育 26 ( 0 )

の充実（新規）

( 5 ) 学びを通じた被災地の地域コミュニティ 1,200 ( 1,196 )

再生支援事業［復興特別会計］

 ２．専修学校等の人材 1,500 2,182 682 ( 1 ) 成長分野等における中核的専門人材 1,679 ( 1,103 )

　　養成機能の向上に 養成等の戦略的推進（拡充）

　　向けた支援

( 2 ) 職業実践専門課程等を通じた専修学校 183 ( 21 )

質保証・向上の推進（拡充）

( 3 ) 専修学校生の学生生活等に関する 17 ( 0 )

調査研究（新規）

( 4 ) 専修学校留学生就職アシスト事業 68 ( 77 )

( 5 ) 東日本大震災からの復興を担う専門 235 ( 299 )

人材育成支援事業［復興特別会計］

３．情報通信技術を活用 18 442 424 ( 1 ) 情報通信技術を活用した教育振興 288 ( 0 )

　　 した学びの推進 事業（新規）

( 3 ) 先導的な教育体制構築事業（新規） 122 ( 0 )

( 2 ) 教育用コンテンツ奨励事業（拡充） 32 ( 18 )

４．新たな教育改革の 1,429 1,005 △ 424 ( 1 ) 中央教育審議会　等 35 ( 38 )

　　推進等

( 2 ) 基幹統計調査　等 521 ( 403 )

( 3 ) 生涯学習施策に関する調査研究　等 449 ( 988 )

 ５．東日本大震災からの 8,088 2,013 △ 6,075 ( 1 ) 公立社会教育施設災害復旧 2,013 ( 8,088 )

 　　社会教育施設の復旧 ［復興特別会計］

 ６．生涯学習政策局所轄・ 14,178 14,251 73 ( 1 ) 国立教育政策研究所 3,526 ( 3,435 )

( 2 ) 放送大学学園 7,420 ( 7,440 )

( 3 ) 独立行政法人国立科学博物館 2,783 ( 2,773 )

( 4 ) 独立行政法人国立女性教育会館 522 ( 530 )

〈31,540〉 〈26,399〉 〈△ 5,141〉
21,958 22,950 992

 ※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない。
 ※ 生涯学習政策局 計の〈　〉内は一般会計及び復興特別会計の合算を記入。

生涯学習政策局　計

平 成 ２ ６ 年 度 予 算 （ 案 ） 事 項

（単位 ： 百万円）

事　　　　　　　項 備　　　　　　                 　　　　　　考

　　 所管機関
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１．地域の豊かな社会資源を活用した
土曜日の教育支援体制等構築事業

（ 新 規 ）

26年度予定額 １，３３３百万円

１．事業の要旨

学校週５日制が完全実施され１０年あまりが経過し、各地域で休日の様々な活動が行わ

れているところであるが、土曜日に様々な経験を積んでいる子供たちが存在する一方で、

必ずしも有意義に過ごせていない子供たちも少なからず存在するとの指摘もある。

これを踏まえ、学校、家庭、地域が連携し、役割分担しながら、土曜日の教育環境を豊

かなものにしていく必要がある。

このため、学校教育法施行規則の改正（平成２５年１１月）を行い、設置者の判断によ

り、土曜授業を行うことが可能であることをより明確化するとともに、質の高い土曜授業

の実施のための支援策を講じる（「土曜授業推進事業」（初等中等教育局教育課程課））

ことと併せて、本事業において、地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力によ

り、土曜日に体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する取組を支援し、教育支援

体制等の構築を図ることにより、子供たちにとってより豊かで有意義な土曜日を実現する。

２．事業の内容

※ 「土曜日の教育活動推進プラン」として、質の高い土曜授業を推進するための効果的

なカリキュラム開発や、特別非常勤講師等を活用し、学校の教育課程として行う土曜

授業の支援等を行う「土曜授業推進事業」（初等中等教育局教育課程課）と併せて実

施。

（１）土曜日の教育支援体制に関する調査・検討委員会

地域には、多様な経験や技能を持つ人材や企業等があり、こうした豊かな社会資源

を子供たちの教育に活かしていくことは、学力はもとより、創造性や企画力など、将

来子供たちが社会を生き抜いていく力を培う上で、極めて重要である。

そのため、地域の豊かな社会資源を子供たちの教育支援に活かすための効果的な体

制づくりについて、調査・検討を行う委員会を設置する。

（２）地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等の構築

地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力により、土曜日の体系的・継続

的な教育プログラムを企画・実施できるコーディネーターと多様な経験や技能を持つ

土曜教育推進員を配置し、地域と連携した年間１０日程度の土曜日の教育活動などを

支援することにより、土曜日の教育支援体制等の構築を図る。
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○
学
校
、
家
庭
、
地
域
の
三
者
が
連
携
し
、
役
割
分
担
し
な
が
ら
、
学
校
に
お
け
る
授
業
、
地
域
に
お
け
る
多
様
な
学
習
や
体
験
活
動
の
機
会
の

充
実
な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
に
よ
り
、
土
曜
日
の
教
育
環
境
を
豊
か
な
も
の
に
す
る
こ
と
が
必
要
。
そ
の
た
め
の
方
策
の
一
つ
と
し
て
、
平
成
２
５

年
１
１
月
に
学
校
教
育
法
施
行
規
則
の
改
正
を
行
い
、
設
置
者
の
判
断
に
よ
り
、
土
曜
授
業
を
行
う
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
よ
り
明
確
化
し
た

と
こ
ろ
。

○
今
後
、
質
の
高
い
土
曜
授
業
の
実
施
の
た
め
の
支
援
策
や
地
域
に
お
け
る
多
様
な
学
習
、
文
化
や
ス
ポ
ー
ツ
、
体
験
活
動
な
ど
様
々
な
活
動

の
促
進
の
た
め
の
支
援
策
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
子
供
た
ち
に
と
っ
て
よ
り
豊
か
で
有
意
義
な
土
曜
日
を
実
現
す
る
。

土
曜
日
の
教
育
活
動
推
進
プ
ラ
ン

背
景
・
意
義

土
曜
授
業
を
実
施
し
た

学
校
数

土
曜
授
業
を
実
施

し
た
学
校
の
割
合

小
学
校

1,
80

1校
8.

8%

中
学
校

96
6校

9.
9%

高
等
学
校

14
2校

3.
8%

（
参
考
）
土
曜
日
等
の
教
育
活
動
の
実
施
状
況

○
公
立
学
校
に
お
け
る
土
曜
授
業
の
実
施
状
況

※
平
成

24
年
度
実
績

平
成

26
年
度
予
算
案
の
ポ
イ
ン
ト

①
土
曜
授
業
推
進
事
業

（
1
億
円
）

②
地
域
の
豊
か
な
社
会
資
源
を
活
用
し
た
土
曜
日
の
教
育
支
援
体
制
等

構
築
事
業

（
1
3
億
円
）

学
校
に
お
け
る
質
の
高
い
土
曜
授
業
を
推
進
す
る
た
め
、
効
果
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開

発
、
特
別
非
常
勤
講
師
や
外
部
人
材
、
民
間
事
業
者
等
の
活
用
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
そ

の
成
果
を
普
及
。

（
想
定
さ
れ
る
取
組
の
例
）

総
合
的
な
学
習
の
時
間
、
英
語
教
育
、
道
徳
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
、
科
学
実
験
教
室
、

補
充
学
習
・
発
展
的
学
習

等

・
全
国
約
3
5
地
域
（約
1
75
校
程
度
）
を
モ
デ
ル
地
域
と
し
て
指
定
し
、
月
１
回
程
度
、
土
曜
日
な
ら
で
は
の

特
性
を
生
か
し
、
質
の
高
い
土
曜
授
業
を
実
施
す
る
た
め
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
や
特
別
非
常
勤
講
師
の

報
酬
、
外
部
人
材
の
謝
金
・
旅
費
、
民
間
事
業
者
の
活
用
等
を
支
援
（
委
託
費
で
の
実
施
を
想
定
）

・
国
に
お
け
る
検
証
会
議
の
開
催
、
事
例
集
の
作
成
等

体
系
的
・
継
続
的
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
企
画
・
実
施
で
き
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
や
多
様

な
経
験
や
技
能
を
持
つ
土
曜
教
育
推
進
員
を
配
置
し
、
土
曜
日
の
教
育
支
援
体
制
等
の
構

築
を
図
る
。

土
曜
日
に
年
間
約
1
0
日
程
度
の
多
様
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
た
め
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
土

曜
教
育
推
進
員
の
謝
金
及
び
教
材
費
（
補
助
率
：
1
/
3
）

（
小
学
校
：
約
3
,0
0
0
校
区
、
中
学
校
：
約
1
,5
0
0
校
区
、
高
等
学
校
等
：
約
3
5
0
校
区
）

○
学
校
支
援
地
域
本
部
を
活
用
し
た
土
曜
日
等
の
学
習
支
援
の

実
施
状
況

※
平
成

25
年
度
交
付
決
定
ベ
ー
ス

学
校
支
援
地
域
本
部

を
設
置
し
て
い
る
学
校

の
割
合

う
ち
土
曜
日
等
の
学

習
支
援
を
実
施
し
て

い
る
割
合

小
・
中
学
校

約
28
％

約
15
％
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２．学校・家庭・地域の連携協力推進事業

（前年度予算額 ４,９２４百万円）

26年度予定額 ３,８１４百万円

１．事業の要旨

近年、子供を取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子供たちを健やかにはぐ

くむためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全

体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある。

地域住民や豊富な社会体験を持つ外部人材が参加する学校サポーター等を活用し、学校

支援地域本部や放課後子供教室、家庭教育支援などの学校・家庭・地域の連携協力による

様々な取組を「土曜日の教育活動推進プラン」と連携しつつ推進し、社会全体の教育力の

向上を図る。

２．事業の内容

○学校と地域の総合的な活性化の推進

文部科学省において、各地域の取組成果を集約・分析し、社会教育関係団体や企業、

地域の実践者等と広く連携・協力しつつ、新たな取組の立ち上げや今後の発展を模索

する地域に対するアドバイザーの派遣、効果的な取組事例等の情報発信等を行うプラ

ットフォーム（Ｗｅｂサイト）の運営などを通じて、各地域の取組の促進に向けたき

め細かな支援を行う。

○学校と地域の新たな協働体制の構築のための実証研究

新たな学校と地域の関係構築のためには、保護者や地域が学校や子供たちの教育活

動に参画し、支援をするだけでなく、学校が地域コミュニティの中核となる双方向の

協働体制を構築する必要があることから、先進モデル開発のための実証的な共同研究

を行う。

○学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業（補助事業）

社会全体で子供を支えていくため、地域住民等、豊富な社会体験を持つ外部の人材

等を活用し、「学校支援地域本部」「放課後子供教室」「家庭教育支援」「地域ぐる

みの学校安全体制の整備」「スクールヘルスリーダー派遣」の学校・家庭・地域の連

携協力による様々な教育支援活動を支援する。

なお、本事業の推進に当たっては、「土曜日の教育活動推進プラン」と連携しつつ、

より効果的な運用に努める。
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〈
都
道
府
県
〉
推
進
委
員
会

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進
事
業

〈
市
町
村
〉
運
営
委
員
会

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

○
活
動
内
容
、
安
全
管
理
方
策
、
運
営
方
法
の
検
討

○
域
内
の
他
事
業
と
の
連
携
や
教
育
支
援
活
動
の
在
り
方
の
検
討

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
・
教
育
活
動
推
進
員
等
の
研
修
の
実
施

○
ス
ク
ー
ル
ヘ
ル
ス
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
子
供
の
健
康
等
に
関
す
る
指
導
助
言
等

国
1
/
3

都
道
府
県
1
/
3

市
町
村
1
/
3

【
補
助
率
】

近
年
、
子
供
を
取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
を
健
や
か
に
は
ぐ
く
む
た
め
に
は
、
学
校
、
家
庭
及
び
地
域
住
民

等
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と
責
任
を
自
覚
し
つ
つ
、
地
域
全
体
で
教
育
に
取
り
組
む
体
制
づ
く
り
を
目
指
す
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
、
地
域
住
民
や
豊
富
な
社
会
体
験
を
持
つ
外
部
人
材
が
参
加
す
る
学
校
サ
ポ
ー
タ
ー
等
を
活
用
し
、
学
校
支
援
地
域
本
部
や
放
課
後
子
供
教

室
、
家
庭
教
育
支
援
、
地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全
体
制
の
整
備
、
ス
ク
ー
ル
ヘ
ル
ス
リ
ー
ダ
ー
派
遣
な
ど
の
学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
に
よ
る
様
々

な
取
組
を
「
土
曜
日
の
教
育
活
動
推
進
プ
ラ
ン
」
と
連
携
し
つ
つ
推
進
し
、
社
会
全
体
の
教
育
力
の
向
上
を
図
る
。

平
成
２
６
年
度
予
定
額
３
，
８
１
４
百
万
円

（
平
成
２
５
度
予
算
額

４
，
９
２
４
百
万
円
）

26
年
度
：
12

,0
00
箇
所

・
活
動
拠
点

(居
場
所

)の
確
保

・
放
課
後
等
の
学
習
指
導

・
自
然
体
験
活
動
支
援

・
文
化
活
動
支
援
な
ど

・
家
庭
教
育
支
援
拠
点
機
能
の
整
備

・
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
相
談
や
支
援

・
親
へ
の
学
習
機
会
の
提
供
な
ど

放 課 後 子 供 教 室 家 庭 教 育 支 援

「
放
課
後
子
ど
も
プ
ラ
ン
」
と
し
て

厚
生
労
働
省
の
児
童
ク
ラ
ブ
と
連
携

ニ
ー
ズ
把
握

取
組
内
容
の
企
画
調
整

人
材
等
の
マ
ッ
チ
ン
グ

学
校

（
教
職
員
）

地
域
の

多
様
な

人
材

家
庭

（
保
護
者
）

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

地
域
社
会
全
体
で
様
々
な
教
育
支
援
活
動
を
実
施
し
、
学
校
・
家
庭
・
地
域
の
協
働
体
制
の
構
築
を
図
る

・
授
業
等
の
学
習
補
助

・
教
職
員
の
業
務
補
助

・
部
活
動
指
導
補
助

・
学
校
行
事
支
援

・
学
校
環
境
整
備

・
登
下
校
の
見
守
り
等

学 校 支 援 地 域 本 部

地
域
人
材
の
参
画

・
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る

学
校
安
全
体
制
の
整
備
等

多 様 な 教 育 支 援 活 動 の 実 施

地
域
の
実
情
に
応
じ
て

有
機
的
に
組
み
合
わ
せ
て

実
施
可
能

多 数 の ボ ラ ン テ ィ ア 等

教 育 活 動 サ ポ ー タ ー

教 育 活 動 推 進 員 家 庭 教 育 支 援 員

【
学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
に
よ
る
教
育
支
援
活
動
促
進
事
業
】
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３．多様な主体の参画による家庭教育の充実

（ 新 規 ）
26年度予定額 ２６百万円

１．事業の要旨
都市化、核家族化、少子化等による地域のつながりの希薄化など、家庭教育を支える環

境が大きく変化するとともに、児童虐待等の急速な増加など家庭をめぐる問題が複雑化し
ており、社会全体での支援の必要性が高まっている。
第２期教育振興基本計画では、今後５年間に実施すべき方策として「豊かなつながりの

中での家庭教育支援の充実」が盛り込まれ、「子供の発達段階に応じた体験型学習プログ
ラムの開発・普及の促進」、「学習機会の拡大に向けた取組手法の普及」、「家庭教育支
援に係る地域人材の養成」、「課題を抱える家庭への訪問や相談対応」等が明記され、そ
の成果指標として、「全ての小学校区で家庭教育に関する学習機会の確保や家庭教育支援
チームによる相談対応などの家庭教育支援を実施する」ことが設定された。
しかしながら、家庭教育支援の現状においては、家庭教育に関する学習内容や効果的支

援のノウハウの欠如、家庭教育支援を担う人材不足、働く保護者の学習機会等の不足等が
大きな課題となっている。
このため、これらの課題への対応として、子供の発達段階に応じた学習プログラムの開

発・普及促進、アウトリーチを活用した家庭教育支援の取組についての調査・分析、研究
協議の開催、企業との連携による家庭教育支援など、多様な主体の参画による家庭教育の
充実を図る。

２．事業の内容
（１）子供の発達段階に応じた学習プログラムの開発・普及促進

文部科学省に検証委員会を設置し、全国で実施されているワークショップ型や体験
型の様々な学習プログラムの学習内容の分析や効果の検証を行い、子供の発達段階や
地域・家庭環境など様々な状況に応じた学習内容や効果的な支援手法の検討・分析を
行い、指針を作成する。
併せて、課題を抱える家庭に対してアウトリーチを活用した相談対応等、全国で実

施されている様々な取組を調査・分析するとともに、家庭訪問型のアウトリーチ支援
手法の実証研究を行い、家庭が抱える個別課題への効果的な支援手法の評価・検証を
行い、新たな支援手法の開発・普及を図る。

（２）父親やシニア世代などの多様な主体の参画を促進する研究協議
父親の家庭教育への参加、新たな家庭教育支援人材としてのシニア世代の参画、大

学等の専門的知識の活用による家庭教育支援への連携協力の充実及び学生等の次世代
の参画などを主眼とした全国的な協議を行う。さらに、家庭でのコミュニケーション
やルールづくりの取組を推進するための啓発を行う。

（３）企業等における家庭教育支援の充実（（１）と併せて実施）
企業経営者や管理職層の家庭教育への理解の促進、家庭教育に関する講座に参加で

きない働く従業員に対する企業内家庭教育セミナーや職場参観、従業員の子供や家族
を対象とした親子ふれあい行事など、企業における家庭教育支援についての事例分析
等を行い今後の効果的な取組手法について検討し、啓発資料を作成する。
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家
庭
教
育
を
め
ぐ
る
現
状

◎
核
家
族
や
ひ
と
り
親
家
庭
（
母
子
世
帯
・
父
子
世
帯
）
、
共
働
き
世
帯
の
増
加

・
ひ
と
り
親
家
庭
の
数
（
H
2
2
）
・
・
・

約
８
４
．
５
万
世
帯
（
2
0年
前
よ
り
約
２
割
増
加
）

・
共
働
き
世
帯
数
（
H
24
）

・
・
・

約
１
，
０
６
８
万
世
帯
（
2
0年
前
よ
り
約
２
割
増
加
）

◎
い
じ
め
や
不
登
校
、
児
童
虐
待
の
増
加

・
い
じ
め
の
認
知
件
数
（
H
2
4
）

・
・
・

約
１
９
．
８
万
件
（
児
童
生
徒
１
千
人
当
た
り
１
４
．
３
件
）

・
不
登
校
児
童
生
徒
数
（
H
2
4
）

・
・
・

約
１
１
．
３
万
人
（
不
登
校
児
童
生
徒
の
割
合
は
1
.0
9
％
）

・
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
（
H
2
4）
・
・
・

約
６
．
７
万
件
（
過
去
最
高
の
対
応
件
数
）

目
標 全
て
の
小
学
校
区
（
約
２
０
，
０
０
０
校
区
）
で
家
庭
教
育
支
援
を
実
施

⇒
家
庭
教
育
に
関
す
る
学
習
機
会
の
確
保
や
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
相
談
対
応
な
ど
の
支
援

教
育
振
興
基
本
計
画
（
平
成
2
5
年
6
月
1
4
日
閣
議
決
定
）

身
近
な
地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
の

強
化
に
よ
る
家
庭
教
育
の
再
生

目
標
達
成
に
向
け
た
課
題

家
庭
教
育
に
関
す
る
情
報
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
乏
し
い

多
様
な
主
体
の
参
画
に
よ
る
家
庭
教
育
の
充
実

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
型
な
ど
様
々
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
の
検
証

1
7
百
万
円

子
供
の
発
達
段
階
や
地
域
・
家
庭
環
境
な
ど
様
々
な
状
況
に
応
じ
た
学
習
内
容
や
効
果
的

な
支
援
手
法
の
検
討
・
分
析

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
を
活
用
し
た
家
庭
教
育
支
援
の
取
組
に
つ
い
て
調
査
・
分
析

家
庭
訪
問
型
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
支
援
手
法
の
実
証
研
究

（
子
供
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
普
及
促
進
と
併
せ
て
実
施
）

企
業
内
家
庭
教
育
セ
ミ
ナ
ー
や
職
場
参
観
、
従
業
員
の
子
供
や
家
族
を
対
象
と
し
た
親
子

ふ
れ
あ
い
行
事
な
ど
、
企
業
の
取
組
の
検
討
・
分
析

父
親
の
家
庭
教
育
へ
の
参
加

９
百
万
円

イ
ク
じ
い
・
イ
ク
ば
あ
な
ど
シ
ニ
ア
世
代
の
参
画

大
学
等
の
専
門
的
知
識
（
児
童
心
理
、
発
達
心
理
、
教
員
養
成
等
）
の
活
用
に
よ
る
連
携

協
力
の
充
実
、
学
生
等
次
世
代
の
参
画

家
庭
教
育
を
充
実
さ
せ
る
必
要

様
々
な
要
因
を
背
景
に

家
庭
教
育
が
困
難
に
な
っ
て
い
る

働
く
保
護
者
の
学
習
機
会
が
乏
し
い

家
庭
教
育
支
援
を
担
う
人
材
が
不
足
し
て
い
る

子
供
の
発
達
段
階
に
応
じ
た
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
普
及
促
進

父
親
や
シ
ニ
ア
世
代
な
ど
の
多
様
な
主
体
の
参
画
を
促
進
す
る
研
究
協
議

企
業
等
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
の
充
実

２
６
年
度
予
定
額
２
６
百
万
円
（
新
規
）

多
様
な
主
体
の
参
画
に
よ
る
家
庭
教
育
の
充
実

家
庭
教
育
を
支
え
る
環
境
の
大
き
な
変
化
や
、
児
童
虐
待
相
談
件
数
の
急
速
な
増
加
な
ど
、
家
庭
を
め
ぐ
る
問
題
が
複
雑
化
す
る
中
で
、
社
会
全
体
で
の
家
庭

教
育
支
援
の
必
要
性
が
高
ま
っ
て
お
り
、
多
様
な
主
体
の
参
画
に
よ
る
家
庭
教
育
の
充
実
を
推
進
す
る
。
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４．学びを通じた被災地の
地域コミュニティ再生支援事業

（前年度予算額 １，１９６百万円）
26年度予定額 １，２００百万円

１．事業の要旨
今後、被災地の自律的な復興に向けて、住民一人一人が主体的に参画することのでき

る地域コミュニティ再生のための学びの場づくり、コミュニケーションの場づくりを推
進することが必要である。
このため、学校や公民館等の社会教育施設も活用しつつ、学習活動のコーディネート

や指導、安全管理・ＩＣＴ活用支援等に従事する人材を配置し、地域住民の学習・交流
を促進するとともに、子供たちの良質な成育環境を整備する。これらを通じ、学びを媒
介としたコミュニケーションの活性化や地域の課題解決の取組を支援し、地域コミュニ
ティの再生を図る。

２．事業の内容
（１）事業企画・評価委員会の設置

被災地の状況や要望をより詳細に把握し、それを踏まえた効果的な事業の在り方
や効果測定の在り方等について検討するため、文部科学省に企画・評価委員会を設
置し、現地調査を含む現状分析、効果測定の指標設定、今後の支援の在り方など、
事業のグランドデザインについて検討・評価を行う。

（２）学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援
①地域教育コーディネーターによる地域の学びの場の提供

被災地の市町村教育委員会に、「地域教育コーディネーター」を配置する。
地域教育コーディネーターは、学校、公民館、図書館、集会所などを拠点に、地

域に必要な様々な学習の場をコーディネートし、住民に提供することを通じ、人々
が日常的に集い、参加する場をつくるとともに、地域の具体的な課題解決やコミュ
ニティの再生に資する。

（具体的な活動のイメージ）
例えば、外部講師や地域のボランティア等の参画を得て、仮設住宅での生活等に

より家庭学習等が困難な児童生徒に対して、学校施設、集会所等を活用して、放課
後や週末等の学習・交流の場を提供する活動や、地域住民に対して、公民館等を活
用して地域ぐるみの防災教育や心のケアなどの課題解決のための学習の場を提供す
る活動などを支援する。

②地域スポーツコーディネーターによる地域スポーツの場の提供
被災地の総合型地域スポーツクラブ等に、「地域スポーツコーディネーター」を

配置する。
地域スポーツコーディネーターは、地域の住民に対するスポーツ活動を企画・立

案し、外部講師や地域ボランティア等の参画を得て、スポーツ・レクリエーション
教室などのプログラムを学校、公共体育館などで定期的に実施する。これらの活動
により、運動不足になっている子供から高齢者までが日常的にスポーツに取り組む
ことのできる環境を整備するとともに、スポーツによる交流を通じてコミュニティ
の人間関係構築に資する。

③ＩＣＴコーディネーターの配置
被災地の学校に、ＩＣＴの効果的な活用策のプロデュースを担当する「ＩＣＴコ

ーディネーター」を配置する。
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学
び
を
通
じ
た
被
災
地
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
生
支
援
事
業

集
会
所

学
校

児
童
館
や
福
祉

施
設
な
ど公
民
館
、
図
書
館
等

社
会
教
育
施
設

地
域
教
育
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
N

P
O
、
教
員

O
B
、

P
TA
関
係
者
、

自
治
会
関
係
者
等
）

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

＜
学
習
活
動
の
例
＞

◆
放
課
後
や
週
末
等
の
児
童
・
生
徒

の
学
習
支
援

◆
地
域
課
題
に
係
る
学
習
会
の
実
施

・
地
域
ぐ
る
み
の
防
災
教
育

・
震
災
後
の
心
身
の
健
康

・
放
射
線
と
健
康
管
理

・
土
地
の
権
利
関
係
や
債
務
に

関
す
る
こ
と
な
ど
の
法
律
問
題

・
家
庭
教
育
や
子
育
て
に
関
す
る

こ
と

・
世
代
間
交
流
の
促
進
に
よ
る

高
齢
者
等
の
孤
立
化
の
防
止

◆
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動

の
支
援

◆
ＩＣ
Ｔ
を
効
果
的
に
活
用
し
た
学
習

支
援

な
ど
の
取
組
を
実
施

学
び
を
媒
介
と
し
て
、
地
域
の
人
間
関
係
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
身
近
な
課
題
に
自
ら
対
応
す
る
能
力
を
育
成

地
域
住
民
等

住
民
の
自
律
的
な
取
組
を
基
盤
と
す
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
再
生

＜
地
域
の
学
び
の
場
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
＞

＜
外
部
講
師
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て
活
動
を
支
援
＞

連
携
・
協
力

外
部
有
識
者

専
門
家
等

【
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会
計
】

（
前
年
度
予
算
額

１
，
１
９
６
百
万
円
）

平
成
２
６
年
度
予
定
額
１
，
２
０
０
百
万
円
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